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原発事故の最高裁判決を正す(2)
「ノーモア原発公害市民連」代表世話人 寺西俊一

４．“原発”は「三欠電源」―改めて､その是

非を問う！―

さて、以上では、福島原発事故から14年余

について概括的に振り返ってみたが、この間、

日本の政府が事故に伴う放射能汚染の深刻な

実態を敢えて無視し、再び「原発再推進」へ

の動きを強めていることもきわめて大きな問

題である。

とくに福島原発事故に伴う損害賠償を求め

る数多くの訴訟のうち、先行した訴訟(生業第

一陣訴訟、群馬訴訟、千葉第一陣訴訟、愛媛

訴訟)の上告を受け、2022年6月17日に出され

た最高裁第二小法廷判決(6.17最高裁判決)が

「国の責任」を否定したことに「お墨付き」

を得たかのごとく、当時の岸田政権以降、原

発の「最大限活用」と「再推進」に向けた政

策転換が強行されるようになっている。

いま私たちは、改めて、こうした「原発回

帰」や「原発再推進」の是非について根本的

に問い直す必要に迫られているが、結論から

先取りすれば、“原発”はいわば「三欠電

源」(安全性」「経済性」「将来性」が欠如し

た電源)であって、これからの時代におけるエ

ネルギー選択の対象からは真っ先に除外すべ

きものだ、といわなくてはならない。

（1）安全性の欠如

上記の基本的な理由の第一は、いうまでも

なく「安全性の欠如」という点にある。福島

原発事故は、それまでの「原発安全神話」が

現実的に破綻したことを示しているが、その

後、とくに昨年(2024年)の元日に発生した能

登半島地震(マグニチュード7.6、最大震度７)

は、世界有数の地震・津波の多発列島である

日本での「原発回帰」や「原発再推進」が無

謀かつ危険きわまりないことを改めて警鐘す

るものであった。

この能登半島地震では、西海岸沿いに立地

している志賀原発の1号機と2号機が停止中で

幸いだったが、それでも変圧器の配管が破損

して大量のオイルが漏れ出し、外部電源系統

の一部が使用不可になるなど、あわや大事故

になりうる深刻な事態が引き起こされた。

さらには、西海岸沿い約90キロにまたがっ

て最大5メートルもの沿岸隆起を含む地殻大

変動が引き起こされ、これにともなう地割れ、

液状化、地盤沈下、土砂崩れ等による主要道

路網の無残な寸断などが各地でもたらされた。

この地震は、以前から危惧されてきた複数の

活断層(能登半島の北東部から南西部にかけ

ての約150キロにも及ぶ活断層群)が同時的に

連動したためと指摘されているが、今後、こ

のような活断層地帯における志賀原発2号機

の再稼働は絶対に許されてはならない(1号機

はすでに廃炉が決定)。さらにいえば、そも

そも、これほど活断層群が集中している地域

において危険な原発を無謀にも立地させ稼働

させてきたことに改めて根本的な疑念を抱か

ざるをえない。この能登半島地震が突きつけ

ている現実は、日本における原発の立地・建

設・稼働そのものの危険性を明白に示してい

るといわなくてならない。

（2）経済性の欠如

次に、これからの時代におけるエネルギー

選択の対象から原発を除外すべき第二の基本

的な理由は「経済性の欠如」という点にある。

とくに、この点については、エネルギー経済

分析の専門家である大島堅一氏(龍谷大学教

授)による「原発コスト」に関する一連の諸

研究とそれにもとづく重要な指摘を参照して

ほしい。
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たとえば、『静岡新聞』(2023年5月16日付)

に掲載された「大島インタビュー」の記事によ

れば、福島事故後12年間における「原発コス

ト」の実績値でみると、この間における国から

交付金等の投入額が約5.3兆円、福島第一原発

の廃炉費が約8兆円、電力各社の安全対策等を

含む原子力発電費が約20兆円、以上を合算する

と、この12年間の「原発コスト」は総計で約33

兆円。他方、この12年間の国内原発による発電

量は3267億ｋWで、１ｋW当たり52円という「超

高コスト」となる。 ちなみに、この間におけ

る太陽光発電は

１ｋW当たり8.2円～11.8円とされているので、

それと比較すれば、実に約5倍もの「高コス

ト」である。これは、原発推進側が喧伝してき

た「原発は安い」という「安価神話」も文字ど

おり「虚構に満ちたもの」であることを示して

いる。

（3）将来性の欠如

さらに、原発を除外すべき第三の基本的な理

由として、「将来性の欠如」という点を挙げて

おかねばならない。原発は、仮に深刻な事故を

引き起こさなかったとしても、発電を続けるか

ぎり、「使用済み核燃料」という形での「核の

ゴミ」が大量に発生してこざるをえない。しか

も、この「使用済み核燃料」を「再処理工場」

に運んでプロトニウムを取り出すという「核燃

料リサイクル」が想定されているが、いまだに

この再処理技術は完成の見通しが立っていない。

このため、日本各地の原発サイトには行き場の

ない「使用済み核燃料」が累積し、また、再処

理した後に残らざるをえない大量の「高レベル

放射性廃棄物」(核のゴミ)の最終処分先もまっ

たく確保できていないという状況にある。

なお、この点でいえば、今から半世紀も前、

アレン・クネーゼ(A.v. Kneese)という国際的

に著名な環境経済学者が「ファウスト的取引」

という有名な論文(1974年)において、原発の推

進は「不滅の放射性廃棄物」を将来世代に深刻

な「負の遺産」として残すことを意味しており、

私たちの「世代的責任」が厳しく問われている

ことを鋭く指摘していた。

ちなみに、すでに「原発ゼロ」を実現した

ドイツにおいても、こうした「放射性廃棄

物」の最終処分をめぐる難問にどう対処して

いくかが依然として深刻なツケとなっている。

５．「ノーモア原発公害」と「原発ゼロ社

会」の実現に向けた課題

続いて、これからの「ノーモア原発公害」

と「原発ゼロ社会」の実現に向けた今後の課

題についても、簡単に触れておきたい。

すでに前節４．でも述べたとおり、“原

発”は、これからの時代におけるエネルギー

選択の対象から真っ先に除外されるべきだが、

残念ながら、目下の日本においては、「原発

回帰」や「原発再推進」へと逆行する動きの

ほうがますます強まっている。実は、この背

景には、日本の原発推進に深く関わっている

特異な「利権」集団というべき「原子力ム

ラ」(原子力複合体)をめぐる諸問題が横た

わっている。この「原子力ムラ」は、電力9

社、日本原発、電事連、プラントメーカー・

ゼネコンを中心とした「原子力産業協会」、

電力関連労働組合、経産省・資源エネ庁・文

科省等の中央官庁、与野党にまたがる政治家

(国会議員・地方議員・自治体首長等)、一部

の学者・研究者、メディア(新聞・雑誌・テ

レビ・ラジオ・広告代理店等)関係者らに

よって構成され、いわば「政・官・財・労・

学・報」の“利権共同体”となっている。さ

らに近年では、これに司法も加わった「七面

体」の様相を示しており、この「原子力ム

ラ」が隠然たる力を保持し続けている。

そして、たとえば、電力9社による原発推

進のための「広告宣伝費」だけで、1970年代

以降、今日までの累計額で2兆数千億円も注

ぎ込まれてきた。しかも、こうした「広告宣

伝費」の原資は、私たちが支払わされている

電力料金である。
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お詫び

JNEPニュース3月号の「原発事故の

最高裁判決を正す(1)」の文章の一部

が他の文章と入れ替わっていました。

お詫び申し上げます。

訂正したものをホームページに掲載

しました。

また、福島原発事故後の2020年10月以降、こ

の電気料金には「託送料金」（小売電気事業者

の送配電網利用料）という名目で、事故後の

「賠償負担金」や「廃炉円滑化負担金」もこっ

そり組み入れられている。

以上のように、これまでの日本における原発

を中心に据えたエネルギー政策は、上述したよ

うな特異な「利権集団」である「原子力ムラ」

によって頑なに維持・強化されている。

また、そこでは「原子力マネー」による醜悪

な「利権」＆「金権」が蔓延る構造もそのまま

温存されている。こうした状況に対して、無

知・無関心のままで黙認していくのか、それと

も、将来世代のために安全・安心な「原発ゼロ

社会」を実現していくための声を挙げていくの

か、この基本的な選択がいま私たちに問われて

いるといえよう。

ここで、去る2025年3月9日付の「東京新聞」

で報じられた「日本世論調査会」による「アン

ケート」(2025年1月～3月郵送、全国18歳以上

の男女3千人)のデータについて簡単に触れてお

く。そこでは、「問13：原発を今後どのように

すべきと考えますか？」に対する回答が以下の

ように示されている。「①今すぐゼロに：4％、

②段階的に減らして将来的にはゼロに：58％、

③新しい原発を造り一定数維持、将来も活用：

36％」。そして「問14：上記①②の主な理由」

に対する回答が「福島原発事故のような事態を

再び招く恐れ：68％」、「問15：上記③の主な

理由」に対する回答が「原発がなければ電気が

十分に賄えない：80％」となっている。この

「アンケート」結果では、二度と福島原発事故

の悲劇を繰り返さないために「原発ゼロ」を求

める声が約6割強を占める反面で、残りの約4割

近くが「電力不足の恐れ」という理由から「原

発が必要」と考えていることが示されている。

私たちは、こうした日本における世論の現状な

どもしっかりと見据えたうえで、「ノーモア原

発公害」と「原発ゼロ社会」の実現に向けた取

組みを継続的に積み上げ、より一層大きく発展

させていくことが、いま改めて求められている。

スライド⑦

スライド⑥

最後に、皆さんには、ぜひ読んでいただ

きたい若干の参考文献を挙げておく

(スライド➅、スライド⑦、参照)。
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大きな共同・共闘で政治・司法を動かそう
公害・地球懇常任幹事 最高裁共同行動実行委員 吉川方章

1. 原発事故から15年 多くの課題と現状～福島

を中心に

原発問題住民運動全国連絡会の中心的役員で

あり事故被害救済に伴ういわき市民訴訟原告団

長であった伊東達也氏は「法と民主主義」論考

2026/1No605で6つの課題を挙げている。私の責

任で要点のみ紹介する。

避難を余儀なくされ今も避難を続ける人

50400人(福島民報)が帰郷を願っている。県調

査は23701人。きめ細かい事情を把握しておら

ず半数以下である。国の自治体への指導責任が

問われる。

①惨事便乗型企業参入が環境破壊を起こしてい

る。

2014年6月経産省は国際研究産業(イノベー

ション)構想を打ち出し、利益最優先自然エネ

ルギービジネスが参入し、風力・太陽光発電が

多数に上っている。東電など事業者が計画から

開発、売電まで一貫して儲け本位で原発事故に

便乗し、環境破壊をしている。利益最優先企業

による大開発への規制を強める必要がある。

②「原発事故の責任はない」(最高2022/6/17判

決)を覆す闘い。

別項で触れるのでここでは省略

③アルプス処理水海洋放出は終了時期が見えな

い。

事故により核燃料が溶け固まったデブリを冷

やすため水をかけ続けること、また、地下水流

入を遮断する抜本的対策が求められている。海

洋投棄は廃炉終了までとなっているが地下水流

入をストップできない限り終わりは見えない。

④廃炉終了2051年は限りなく不可能。

これまでの世界の過酷事故は、1979年アメ

リカスリーマイル、1989年ソ連チェルノブイ

リ、事故から46年後の現在も原子炉は解体さ

れてない。

東電福島第1原発を30～40年で廃炉終了する

とは無理無謀な計画といえよう。

2051年終了を言い続けることは国民を欺く

ことといえよう。

⑤自民公明の「復興促進のための14次言」を

受け前石破内閣は「区域から個人へ」の方針

を出した。「令和の棄民政策」”復興終了”

宣言ではない？

浪江町津島の闘い。帰還困難区域の除染は

全面積の15%で打ち止め,85%は除染しない、被

曝は個人の責任、国の責任放棄、出入りも自

由(個人責任)、帰還するしないの判断も自己

責任、帰りたくても帰れない人は結局”棄

民”となる「棄民政策」ではないか。ふるさ

と返せ、汚したらきれいにして返せ、裁判に

立ち上がった浪江町津島の原告(支援)の取り

組みは津島地域だけの問題ではない。近隣７

町村共通の課題といえる。

2. 最高裁判決を正し、原発公害訴訟勝利

原発のない国づくりめざして

①「6・17判決」以降の判決状況、主なものを

上げる

・〔被害者訴訟〕2023年3月いわき市民(仙台

高裁)小高(福島地裁)岡山だまちゃおれん愛知

岐阜(名古屋高裁)千葉・東京・かながわ(東京

高裁)ひろしま(広島地裁)あぶくま・東電株主

(東京高裁)いわき市民・子ども被曝・東電刑

事・福島住宅追い出し等国の責任否定・かな

がわ等9訴訟上告不受理 最高裁(2026/1/22)

9訴訟紙切れ一枚で"門前払い"
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世界のエネルギー～太陽光発電が記録的な成長
エネルギー問題研究者 佐川清隆

上告棄却(差し止め訴訟)2022/12老朽美浜(大

阪地裁)伊方(大分)以降女川(仙台)島根(広島高

裁)川内(鹿児島)玄海３/4号機(福岡)運転差し

止め却下・棄却

・ふるさとを返せ津島訴訟

3.9仙台高裁結審、10/16判決 和解勧告 国の不

作為、国の作為を主張立証 6/17判決の拘束力

が及ばない主張 和解にどう立ち向かうか。

国・東電はどう出るか？ 判決めざし20万筆署

名に取り組んでいる。

公害運動から「イタイイタイ病」と公害協定、

群馬安中闘争のとりくみ今に至る50年の取り組

みからどう学ぶか。

②なぜ、最高裁包囲行動に取り組んだか

・法廷内、裁判闘争だけでは勝てない 政策形

成訴訟の困難さ、大衆市民運動の大切さ アス

ベスト東京・建材メーカーとの勝利和解

(ニュースNo344 松田論文参照)ミナマタ・東京

大気・他の公害闘争に学ぶ(JNEPニュース各

号・特にNo347,26/3号寺西俊一講演録、「ノー

モア原発公害」吉村寺西ほか編著・旬報社)

・司法がおかしい 司法の独立どこ行った 裁

判所・巨大法律弁護士事務所との癒着構造、

「東京電力の変節」後藤秀典著(旬報社)が詳し

い。

原発以外でも・・「いのちの砦」最高裁に

勝っても国の対応 差別分断

・原発被害救済 原発なくす運動 公害・人権・

平和など一致点共同 最高裁包囲共同行動実行

委員会には広範な26の組織団体(チラシに一覧)

が結集している。

毎年、エンバーというシンクタンクの『世

界電力レビュー』(※1)に注目していますが、

今年は特に驚きが多かったです。

③今こそ大きな共同・共闘で政治・司法を

動かそう

・総選挙と高市政権誕生、中道改革の出現、

リベラル陣営の後退

・原発なくす共同3・7の成功 最高裁包囲行

動の協同の前進(ホップ・ステップ・ジャン

プ)市民運動の連帯強化

・憲法改悪反対、9条守れ・戦争する国づく

り許すな、夫婦別姓・皇室典範

議員定数削減等々反動の動き 世論と運動の

高揚兆し展望と確信に

・5/3憲法集会5万人 若者・女性・多様なと

りくみ 地方地域の動き

・第51回公害被害者総行動(大臣、各省庁・

東電・自工会※等交渉成功へ)

公害・地球懇の果たす役割大きい 積極参

加を

※一般社団法人日本自動車工業会

2025年度最高裁共同行動

世界全体では、2025年の再エネ発電比率は

33.8%に達し、ついに石炭火力(33.0%)を上回

りました。エンバーによれば1919年以来106年

ぶりの快挙だそうです(その時の再エネはほぼ

水力)。
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内訳は、欧州・米国の化石燃料発電が微増

だった一方、中国とインドの化石燃料発電は

それぞれ減少に転じたのです。特に、インド

での減少には衝撃を受けました。2024年の記

録的猛暑からの反転で冷房需要が減った分も

ありますが、大きな要因は再エネ発電量が急

激に伸びたことです。2025年の年間の太陽光

発電導入量では、インドは米国を抜き世界第

二位(38ギガワット)となりました。

一因として、24年から開始された住宅向けの

太陽光発電補助制度が、2025年7月までで160万

世帯の住宅に適用されました。重要なことは、

この転換がウクライナ戦争・イラン戦争のさな

かに起きていることです。 同レビューは非化

石電源を最も早く導入できる国々こそが、短期

的には化石燃料依存を減らし、長期的には経済

成長で有利な立場に立つと訴えています。

636

205

35 11

-38

849

太陽光 風力 原子力 他の低炭素 化石燃料 電力需要

2025年の世-界の需要増が全てクリーン電源で供給

-太陽光がリード-

それによりリーマンショック・コロナを除

けば21世紀に入って初めて、世界の化石燃料

発電量がわずかですが減りました。この間も

再エネ発電量は記録的な伸びを続けていまし

たが、それ以上に世界の電力需要が増え、結

果として化石燃料発電も増え続けていました。

それがようやく逆転しました。それをリー

ドしたのは太陽光発電が前年比30%増という記

録的な成長で、これだけで電力需要増の75%を

カバーしました(図参照)。2025年の世界の発

電に占める太陽光のシェアは8.7%に達し、風

力の8.5%を超え、原発の8.9%に迫っています。

気候変動条約事務局長サイモン・ス

ティールは、2026年4月30日のCOP31・IEAハ

イレベルエネルギー転換対話で、現在の中

東での戦争での被害に言及したうえで、次

のように指摘しています(※2)。

・現在進行している化石燃料価格の危機は、

再エネの経済合理性をもはや無視できない

ものにしている。
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わたしの家を非核に - 非核国家・ニュージーランドを訪ねて

公害・地球懇常任幹事 奥田さが子

世界ではじめに「非核国家」となったのは

どこだか知っていましたか？ 私は、知りま

せんでした。ニュージーランドでは1987年に、

「非核地帯・軍縮・軍備管理法」が成立、領

海、陸地、空域は非核地帯とし、原子力船、

核武装艦の寄港、水域入りを禁止しました。

(日本の「非核3原則」は、法律にはなってい

ません。)どうしてこんなことができたので

しょうか。それを学ぶ旅に行ってきました。

(※1) Ember: “Global Electricity 

Review 2026”, 以下から公式の日本語の要

約がダウンロードできます。

https://ember-

energy.org/ja/%e5%88%86%e6%9e%90/global

-electricity-review-2026-ja/

(※2) UNFCCCのホームページ、News:“UN 

climate chief: an immense irony is 

unfolding: fossil fuel proponents 

"inadvertently supercharging the global 

renewables boom"”

1973年、カーク内閣は、フランスに、風上

になるムルロア環礁での核実験禁止を要請

したけれど拒否され、国際司法裁判所に提

訴し、核実験停止の仮決定がでたのですが、

フランスは拒否。。

https://unfccc.int/news/un-climate-

chief-an-immense-irony-is-unfolding-

fossil-fuel-proponents-inadvertently-

supercharging

(※3) IEA: “Global Energy Review 

2026”

https://www.iea.org/reports/global-

energy-review-2026

1973年、カーク内閣は、フランスに、風上

になるムルロア環礁での核実験禁止を要請し

たけれど拒否され、国際司法裁判所に提訴し、

核実験停止の仮決定がでたのですが、フラン

スは拒否。ニュージーランド政府は閣僚全員

でくじ引きし(首相も参加して)、あたった閣

僚一人を乗せた抗議船を核実験場に航行させ

ました。フランスは核実験を強行し、船はも

ちろん被爆。

・世界を化石燃料に依存させ続けようとしてき

た人々が、結果として皮肉にも世界の再エネの

拡大を加速させている。

・再エネのシェアを高めてきた国々では、今回

の危機の影響がある程度抑えられている

・COP33での二回目のグローバルストックテイ

ク(各国の目標評価)に向けて、化石燃料にロッ

クインされない制約をしていくことが経済的に

も重要だ。

国際エネルギー機関によれば、25年のCO2排

出量は0.4%ですがまだ増加しています(※3)。

気候変動を1.5℃に抑えるには2030年までに世

界のCO2排出量をほぼ半減させる必要がありま

す。気候危機を抑えるにはまだまだまだまだ省

エネ・再エネの加速が不可欠です。
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けれどもこののち1975年からフランスは地

下核実験に切り替えたとのことです 。

1976年アメリカの原子力巡洋艦や原子力潜水

艦がニュージーランドに来た時、市民の反対

運動が大きく盛り上がり、港湾労働者もスト

ライキで一切の対応を拒否しました。これが

1985年の「南太平洋非核地帯条約(ラロトン

ガ条約)」、ニュージーランドの前記の「非

核法」につながりました。この話は、ニュー

ジーランドで、非核運動を進めている団体

(ウエリントンとクライストチャーチの2か

所)との交流をまえに、同行した伊藤千尋氏

の講座で初めて知りました。

1996年には、ニュージーランドの反核活動

家が、国際司法裁判所で「核兵器は違法」と

いう判決を勝ちとり、2017年には提案された

「国連核兵器禁止条約」に署名、14番目の批

准国となりました。ウエリントンで交流した

市民団体グループは、この「核兵器は違法

だ」ということをメイン目的に活動している

ところで、中心街ではこの仲間と思われる人

たちが、チラシ配りなどもしていました。

クライストチャーチでは、この国の各都市

に「非核都市宣言」をひろげるきっかけに

なった活動を始めたという婦人ケイト・ジュ

イスさんも、交流会に来てくださいました。

彼女は、もともとは高校の音楽の教師で、あ

る時「ヒロシマの犠牲者にささげる哀歌」と

いう曲を聞いて強く心を打たれ、核兵器をな

くさなければ、と思ったそうです。以来、日

本の被爆者の方とも交流しながら核兵器をな

くす活動に身を投ずることになるのですが、

まず、自分のうちのキッチンを根城に、お茶

とケーキでおしゃべりし周りの人に「あなた

も非核の人になりませんか」と働きかけた。

「あなたの家も非核地帯にしませんか」

「あなたの学校を非核地帯にしませんか」

「あなたのペットも非核地帯のペットにしま

せんか」――そうやってだんだん広げて、ク

ライストチャーチを「非核宣言都市」にして

いったそうです。私たちは地方自治体に働き

かけたり、議員に働きかけたりと考えますが、

ケイトさんはお隣さんから「非核地帯」を広

げていったのです。とても示唆的ですね。

世界でNPT(核兵器不拡散条約)7条に基づき

設置され、国際的に承認された非核兵器地帯

はラテンアメリカ(トラテロルコ条約)、東南

アジア（バンコク条約）、アフリカ（ベクレ

タバ条約)、中央アジア（セスイ条約）と南

太平洋のラロトンガ条約。南半球はほぼ全域

ということになりますがラロトンガ条約はこ

こから始まったといえるかもしれません。

このほかにも特殊な非核地帯があります。

これについてもう少し詳しく知りたい方は、

ご自分で調べてみましょう。ちなみに、

ニュージーランドのエネルギー自給率はネッ

トで検索したところ2015年時点で81％。電力

の85％以上は水力、地熱、風力などの再生可

能エネルギーで、2035年までに再エネ100％

を目指す環境大国。ついでに食料自給率を調

べたら300%!

ニュージーランドのオークランド空港に着い

たときまず目についた再エネ100％を訴える

看板
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JNEP情報(2026年5月)

国連総会、国際司法裁判所の温暖化対策の勧告

を支持

国際司法裁判所(国連の主要６機関である司

法機関)は昨年５月、各国政府には温室効果ガ

ス排出から気候系を保護する義務があるとの勧

告的意見を発表した。上記義務に違反した場合

は、国家責任が生じ、違法行為停止、再発防止

保証、被害を受けた国家に対する賠償を行わな

ければならない可能性がある。義務違反は化石

燃料の生産、消費、探査許可、補助金の付与等

が含まれ民間企業の行為でも国家に責任が生じ

得る、としている。1.5℃目標(産業革命前から

の気温上昇1.5℃未満抑制)がパリ協定で科学的

根拠に基づき合意された気温目標で、パリ協定

締約国の排出削減目標は、この1.5℃目標の達

成に十分貢献しなければならないとした。太平

洋の島国バヌアツが主導、132カ国が共同提案

した。

国連総会は5月20日、国際司法裁判所の勧告

的意見を支持する決議を賛成141、反対8、棄権

28で可決した。全国連加盟国に対し、国際法に

基づく義務を遵守するように求めた。この決議

は島国のバヌアツなど64カ国が提案、反対は米

国、ロシア、イスラエル、サウジアラビアなど

である。日本政府も賛成した。

化石燃料補助金

米国とイスラエルのイラン攻撃をきっかけに

化石燃料価格が高騰している。

政府はガソリンと軽油の税金を半減させたが、

化石燃料価格高騰対策で、ガソリン、自動車用

軽油への補助をした。累積で10兆円になる。そ

して、政府は３月で止めた電力と都市ガスへの

補助金も夏に再開することを検討している。

省エネをメインに化石燃料の消費自体を減ら

す政策は価格高騰以降もとくにない。逆に再エ

ネの発電については、12月の閣議決定に基づき

10kW以上太陽光発電の固定価格買取制度対象を

大幅に縮小する方針である。

化石燃料価格高騰は続くことが予想され、低

所得者などの補助は必要だが、危機の克服には

省エネ政策こそ必要。価格が補助金で維持され

るだけでは国内消費が拡大する可能性すらある。

容量市場・長期脱炭素

電力需給に余裕をもたせるために、大規模発

電所を維持しているとお金の入る容量市場、大

規模発電所を新しく作ったり改造するとお金の

入る長期脱炭素電源オークションが運用されて

いる。１月の容量市場入札では火力が３分の２、

原発が7.5%、水力と揚水発電が21%で、太陽光

や風力はほとんどなかった。「長期脱炭素電源

オークション」は、天然ガス火力が４割、残り

は原発が半分近くで、他に火力発電への水素や

アンモニア混焼などだった。原子力規制委員会

の適合審査に合格していない電源開発大間、北

海道電力泊１号機の原発も応札が決まった。

2029年度は両者合わせて2.3兆円、小売電気

事業者の電気代に上乗せされて払う分が９割強、

送電線使用料金を通じて電気代に上乗せされ払

う分が１割弱、いずれも企業と国民が支払う。

受け取るのは主に大型発電所を持つ会社で、今

回の応札の有無を問わず割合を見ると火力と原

子力の発電所の８割は元の10電力、電源開発、

これらの子会社や関連会社が占める。

コロンビアで化石燃料からの脱却に関する国際

会議開催

コロンビアのサンタマルタで4月24-29日に化

石燃料からの脱却に関する国際会議が開催され

た。昨年ブラジルで開催されたCOP(気候変動枠

組条約会議)では、化石燃料からの脱却を改め

て確認する全会一致の合意が取れなかったので、

57カ国の有志の集まりが開催された。温暖化の

科学的知見を否定する米国連邦政府は招待され

ず、カリフォルニア州が参加した。この会議で

は化石燃料から具体的にどう脱却し再エネ転換

するか議論された。
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突然握手を求められ
公害・地球懇幹事 有坂直幸

私は左足と右手に障害があり、電動車いす

に乗って外出します。アメリカ・イスラエル

のイラン攻撃に、即座に「攻撃やめろ!」のス

テッカーをつけました。

京急電鉄の駅(川崎市)で1人スタンディング

中に、数人が小声で「その通り」と。

「大師銀座」を移動中も何人かの視線を感

じました。青果店の店先では中年の男性が

食って掛からんばかりに「トランプなんて奴

とんでもない男だ。一刻も早く攻撃やめろ!」

と。

バス停では、下車した中年男性が突然手を

出してきたので、目を合わせて、慌てて手袋

を外してガッチリ握手。一瞬の出来事でした。

米トランプ大統領への怒りが日ごとに高

まっています。

(有坂直幸・無職・85歳、川崎市)
しんぶん赤旗 5月17日(日)付

「だれデモ どこデモ」より

活動紹介

公害・地球懇に所属している各団体の最近の活動を順次ご紹介いたします。今月は

全日本教職員組合(全教)

＊全教では、子どもたちの教育に係わる内容や制度など様々な問題にかかわっていますが、

現在大きな問題になっている教職員の長時間過密労働の解消に向けて、給特報※の再改正

(残業代支払い)や、教職員の基礎定数増、持ち時間数の上限規制を求めて署名などを提起

して進めています。登校拒否・不登校や子どもの自殺が年々増加の一途をたどっている状

況の中で、未来への希望をはぐくむ教育を進めていくために、公害・地球懇の皆さんとも

協力しあっていきたいと思います。

公害問題に限らず、各団体の今の活動をお知らせください。順次掲載していきます。

フランス政府が2030年まで脱石炭、45年に脱

石油、50年に脱ガスの提案をした。

次回は2027年に太平洋の島国ツバルで開催予

定である。
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活動日誌

3月

24日(木)～26日(土)

ノーモア・ミナマタ国会行動第2波

27日(水)大気汚染裁判

4月

10日(金)JNEP常任幹事会

14日(火)公害総行動実行委員会

今後の日程

5月

23日(土)

公害・地球懇2026年度定期総会

27日(水)大気汚染裁判

6月

3日(水)～4日(木)

全国公害被害者総行動デー

7月

1日(水)ノーモア・ミナマタ東京裁判

15日(水)公害センター引っ越し予定

9月15日(火)ノーモア・ミナマタ東京裁判

9月16日(水)大気汚染裁判

お願い

JNEPニュースの送付をメール便で

会員の皆さんにお送りするJNEPニュースを可能な方は郵送から電子メールに切り替

えていただけないでしょうか。

ニュースの郵送は、八王子市高尾で印刷・封筒詰めを行い新宿御苑の公害センターま

で運んで発送しています。

作業にあたる担当者の高齢化が進み、重いニュースの運送は困難を極めています。

メール便に替えることで大分負担が軽くなります。

もちろんメールを利用しておられない方には、これまで同様に郵送でお送りします。

連絡先 cap-mt.takao@nifty.com（橋本良仁宛）

ご協力をよろしくお願いいたします。


